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1．災害関連自主調査の取り組み 

 

サーベイリサーチセンターでは，調査専門機関として

「情報で社会に還元を」との趣旨により，自然災害発生時

には，災害情報や避難行動などに関する自主調査を継続的

に実施し，その結果を公表している 1）～6）． 

災害調査は可能な限り迅速に実施することが第一だが，

これには主に２つの理由がある．１つは，被災者の意識や

行動の記憶は，時間の経過と共にあいまいになること，ま

た災害後の外からの多くの情報が，被災者自身の記憶に少

しずつ影響を与えてしまうことが懸念されるためである．

もう１つは，社会的な関心が高いうちに災害の実態や問題

点を整理し，被災地以外の地域にも伝達することで，防災

意識，減災行動の向上に結びつきやすい情報となるためで

ある． 

調査結果は，プレスリリースやホームページによる公開

の他，報道機関，大学をはじめ各種研究機関，行政や一般

企業等にもご活用を頂いている． 

平成28年（2016年）年4月14日から16日に発生した

熊本地震に際しては，熊本県益城町内の避難所において実

施した調査員による聞き取り調査を実施している．これは，

震災後当社九州事務所を中心としたメンバーが被災状況

確認のために現地を訪れ，益城町の災害対策本部を往訪し

た際に，当社の調査趣旨をご理解くださり，町のご担当者

から速やかに各避難所に調査実施の告知をしてくださる

などのご協力があったことで，実施できたものである． 

 

2．調査の背景と目的 

 

 平成28年（2016年）年4月14日21時26分頃，熊本

県地方において震源深さ11km ，マグニチュード6.5の地

震（前震）が発生し，益城町で震度 7，玉名市，西原村，

宇城市，熊本市，嘉島町で震度6弱を観測するなど，熊本

県を中心に強い揺れを観測した． 

さらに4月16日1時25分に震源の深さ12km，マグニ

チュード7.3の地震（本震）が発生し，益城町と西原村に

おいて震度7，南阿蘇村，菊池市，宇土市，大津町，嘉島

町，宇城市，合志市，熊本市で震度6強など，熊本県を中

心に，隣県においても震度5弱以上の強い揺れを観測して

いる． 

日本国内の震度7の観測事例としては，4例目及び5例

目に当たり，一連の地震活動において震度7が2回観測さ

れたのは初めてのことであった． 

このほか，5月14日9時までに最大震度が6強の地震

が2回，6弱の地震が3回発生している．マグニチュード

3.5以上の地震回数は，平成７年以降の内陸地震としては

平成16年の新潟県中越地震を超え，最多となっている． 

 一連の地震活動は，建物，交通網，ライフライン，文化

財など多方面に甚大な被害を与え，また，倒壊した住宅の

下敷きになったり土砂崩れに巻き込まれるなどして，熊本

県をはじめ各地で多数の死者が確認された． 

4月16日未明の本震後には，避難者は最多で18万人を

越えたが，避難生活によるストレスや持病の悪化などで亡

くなる震災関連死も相次いだ．車中泊で避難生活を送る被
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災者も多く，静脈血栓塞栓症（エコノミークラス症候群）

をわずらうケースも散見された．   

以上のような状況を受け，本調査では，2度の震度７を

観測し甚大な被害を蒙った益城町において，避難所で生活

されている方を対象として，熊本地震による被災と避難の

現状，避難場所での生活ニーズ，今後の居住意向などにつ

いて尋ねた． 

本稿においては，調査結果をもとに，避難にまつわるト

ピックスとして以下の4点について報告をする． 

・前震発生時（揺れている最中）の行動について 

・余震が続く中での避難状況 

・「家屋の倒壊」と「人的被害」の状況について 

・地震発生直後に利用しようとした通信手段について 

 

3. 調査概要 

 

調査概要は以下のとおりである． 
調査地域：  熊本県益城町 

調査対象：  益城町内の避難場所で生活する 20 歳以上

の男女個人 

調査方法：  面接調査 

調査内容：  避難行動把握(前震から本震，現在まで

の避難行動)／被害の程度／避難場所で

の生活ニーズ／今後の居住意向など 

有効回答：  327サンプル 

（うち，益城町居住者は301サンプル） 

調査期間：  平成28年4月29日（金）～ 5月1日（日） 

 

 

4. 前震発生時（揺れている最中）の行動について 

 

4 月 14 日 21時26分頃の最初の地震（前震）が発生し

た時の居場所については，9割近い人たちが自宅にいたと

回答している．（図-1） 
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 図-1 前震発生時の居場所  

 

 

この，在宅率が高い夜間に発生した震度7（マグニチュ

ード6.5）の地震により，揺れている最中に取った行動を

尋ねたところ，最も高いのは「家や建物の外に飛び出した」

（26.9％），次いで，「家族や周りの人に声をかけた」

（19.6％），「子どもや高齢者，病人などを保護した」

（19.3％）などとなっている．（図-2） 
 

 家や建物の外に飛び出した

 家族や周りの人に声をかけた

 子どもや高齢者、病人などを保護した

  安全な場所にかくれたり、身を守ったりした

 その場で様子をみた

  丈夫なものにつかまって、身を支えた

火の始末をした

  テレビやラジオで地震情報を知ろうとした

 家具や壊れ物を押さえたりした

戸や窓を開けた

 建物の中に飛び込んだ

  車・オートバイ・自転車を停止させた

その他

 何もできなかった（何もしなかった）
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 図-2 前震発生時（揺れている最中）の行動  

 

これまで，当社で実施した地震関連の自主調査 1）～6）に

おいて，地震発生時（揺れている最中）の行動についてみ

ると，「その場で様子を見た」という回答がトップになる

ことが多かったが，今回の調査では「家や建物の外に飛び

出した」が最も高くなっており，地震発生時（揺れている

最中）の行動傾向に差異がみられた． 

これまで実施した地震関連の自主調査から，揺れている

最中の行動についての調査結果の比較を試みたのが表-1

である．なお，表-1 の選択肢の掲載順は，熊本地震調査

の構成比の高い順に並び替えている． 

表-1 揺れている最中の行動比較 
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熊本地震
（2016年4月14日

21時26分）

327 26.9 19.6 19.3 17.7 14.4 10.4 5.2 4.0 4.0 3.1 1.2 1.2 5.2 16.5 4.6

東北地方太平洋沖地震
（2011年3月11日

14時46分）

451 20.0 12.4 5.8 15.1 16.9 22.8 10.9 11.3 14.2 13.3 ※ 5.5 7.5 8.2 2.0

駿河湾を震源とする地震
（2009年8月11日

5時7分）

799 0.4 ※ 14.3 11.0 54.4 6.8 2.6 ※ 6.9 10.1 - 0.1 5.5 13.0 0.9

岩手・宮城内陸地震
（2008年6月14日

8時43分）

683 3.7 16.0 14.2 10.1 44.7 6.6 9.5 40.3 19.8 20.6 ※ 1.8 4.1 8.6 0.4

新潟県中越沖地震
（2007年7月16日

10時13分）

466 26.2 ※ 15.7 9.6 55.0 18.9 9.1 ※ 3.4 4.1 1.0 6.2 3.9 46.1 3.4

能登半島地震
（2007年3月25日

9時42分）

504 6.0 ※ 20.0 13.3 85.9 8.3 17.7 ※ 18.7 8.1 0.8 4.2 10.5 42.3 1.8

〔 各震災の「揺れている最中の行動」は、サーベイリサーチセンター自主調査結果より抜粋 〕  
注：最大震度でいえば，いずれの地震も震度6弱以上の地震だが，調査設計

の関係上，必ずしも最大震度地域で調査をしたわけではない．最大震度
6弱を記録した地震でも，震度6弱の調査地点もあれば，震度5弱の調
査地点もある，という状態になっている． 

 

地震発生時（揺れている最中）の行動を地震別に比較す

ると，熊本地震調査のほか，東北地方太平洋沖地震での被

災地調査，新潟県中越沖地震調査でも「家や建物の外に飛
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び出した」が2割以上で高くなっていることがわかる． 

一方，「その場で様子を見た」は，駿河湾を震源とする

地震，岩手・宮城内陸地震，中越沖地震，能登半島地震で

はトップ項目となっている． 

「家や建物の外に飛び出した」との回答について，調査

地点を震度毎に分類した上で比較したのが図-3である． 

東北地方太平洋沖地震調査 5）をみると，多賀城市は震度

5 強の揺れであり「家や建物の外に飛び出した」は4.9％

にとどまっているが，震度6弱以上の揺れを観測した調査

地点（山本町，女川町，名取市，南三陸町，仙台市若林区，

亘理町）では，「家や建物の外に飛び出した」はいずれも

2桁以上の構成比となっている． 

能登半島地震調査 1）でも，「家や建物の外に飛び出した」

割合は震度5強以下の地域（4.7％）に比べ，震度6弱以

上の地域（11.1％）で高くなっている． 

岩手・宮城内陸地震 3）は最大震度6弱を記録した地震だ

ったが，調査の実施にあたっては，仙台市，盛岡市，福島

市の3箇所，いずれも震度5強以下の地域を対象としてお

り，「家や建物の外に飛び出した」割合は，盛岡市で5.0％，

仙台市で4.1％，福島市で1.9％という結果であった． 

このように，震度5強以下の揺れに分類される地点では

「家や建物の外に飛び出した」人の割合は多くても5％程

度だが，震度 6 弱以上の揺れに分類される調査地点では

「家や建物の外に飛び出した」は概ね2桁以上の構成比で

高くなっているのである（ただし，駿河湾地震は未明の地

震だったので行動傾向が異なると思われる）． 

一般的に，地震の際に外に飛び出すことは推奨されない

が，しかし震度6弱以上の揺れになると，「家や建物の外

に飛び出す」人の割合が高くなる傾向が読み取れ，益城町

における震度7の揺れも「思わず家や建物の外に飛び出し

たくなるような揺れ」であったということになる． 

熊本地震：益城町 (n=301)

太平洋沖地震：山元町 (n=46)

太平洋沖地震：女川町 (n=56)

太平洋沖地震：名取市 (n=61)

太平洋沖地震：南三陸町 (n=46)

太平洋沖地震：仙台市若林区 (n=42)

太平洋沖地震：亘理町 (n=56)

駿河湾地震：震度６弱地域 (n=361)

中越沖地震：柏崎市 (n=466)

能登半島地震：震度６弱以の地域 (n=99)

太平洋沖地震：多賀城市 (n=41)

駿河湾地震：震度５強地域 (n=438)

岩手・宮城内陸地震：盛岡市 (n=222)

岩手・宮城内陸地震：仙台市 (n=246)

岩手・宮城内陸地震：福島市 (n=215)

能登半島地震：震度５強以の地域 (n=405)
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 図-3 震度別「家や建物の外に飛び出した」比較  

 

 

 

5. 余震が続く中での避難状況 

 

熊本地震における避難者は，本震発生直後の4月17日

には18 万人を越え，多くの屋外・車中避難者を出したこ

とも話題となった． 

今回の調査では，前震が発生した4月14日夜から本震

が発生した4月16日未明にかけて，人々が過ごした場所

について尋ねており，その結果を報告する． 

前震発生時，「自宅内」にいた人は81.3％となっている

（なお，これとは別に，前震発生時に自宅の敷地内・車中

にいた人が約6％存在する）． 

前震発生後の14日夜間は，自宅内に残った人は１割で，

大半は自宅の外に避難をしていた．「屋外・社中に避難」

が6割台半ばを占めていて，もっとも高くなっている． 

15 日の日中はやや「自宅内」の割合が増加するが，15

日の夜間，16日の本震発生時の主な居場所をみると，「自

宅内」にいた人は約2割にとどまっている．本震発生に至

る間に，多くの人は自宅の外への避難を選択していたこと

がわかる．（図-4） 

14日 前震発生時 （n=327）

14日 夜間 （n=327）

15日 日中 （n=327）

15日 夜間 （n=327）

16日 本震発生時 （n=327）
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22.0

13.8

22.6

31.5

31.2

64.5

28.4

31.2

31.2
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自宅内 屋内に避難

屋外・車中に避難 その他

不明  
 図-4 前震発生以降の主な居場所  

 

「自宅内」とは別の場所に避難したきっかけは，前震発

生後，本震発生後ともに「余震が続き自宅内にとどまるこ

とが危険だと判断したから」が4割以上でトップ項目にな

っている（図-5）． 
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テレビ・ラジオで避難の呼びかけが
あったから

自治体の同報無線で避難の呼びかけが
あったから

家族で避難を決めたから

近所の人の呼びかけがあったから

消防団や警察などの呼びかけが
あったから

自宅の被害が大きかったから

余震が続き自宅内にとどまることが
危険だと判断したから

停電や断水、ガスの停止が起こったら

水や食料、生活用品が底を尽き始めた
から

高齢者や小さな子供がいたから

その他

不明
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前震後 n = 274

4月16日1時25分頃の

本震後 n = 213  

 図-5 前震発生後と本震発生後の避難したきっかけ  

 

避難した人のうち，屋外や車中に避難した人の判断理由

をみると，14 日の前震発生後では「屋内だと地震の揺れ

に対して不安だから」が8割強となっている．およそ2週

間が経過した「現在（調査当時）」では，「プライバシー」

や「周囲への気兼ね」など避難所の環境面の理由が次第に

増えているものの，依然「屋内だと地震の揺れに対して不

安だから」が6割近くでトップ項目になっていた． 

熊本地震では，前震，本震の強さに加え，多発する余震

により多くの人が「揺れへの不安」を強く抱き，特に屋外・

車中避難者にその傾向が強かったことがうかがえる． 

（図-6） 

屋内だと地震の揺れに対して不安だから

屋内の避難場所だとプライバシーが
保たれないから

屋内の避難場所がいっぱいだったから

子どもがいるので周りに遠慮したから

ペットがいるから

屋内の避難場所が閉鎖されたから

屋内の避難場所だと周囲に気兼ねして
休まらないから

その他

不明
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 図-6 屋外・車中に避難した（避難している）理由  

 

6. 「家屋の倒壊」と「人的被害」の状況について 

 

前震発生時，本震発生時ともに，「家の中のタンスや本

棚が倒れた」「高いところのものが落下した」「停電や断水，

ガスの停止があった」「家の壁にひびが入ったりはがれ落

ちた」などが高くなっている．（図-7） 
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図-7 地震による自宅の被害 

 

本稿では，被害のトップ項目ではないものの，「家屋の

倒壊」と「人的被害」の状況をみていくこととする． 

熊本地域では，4月14日21時26分にM（マグニチュー

ド）6.5の地震が発生し，22時7分にM5.8，15日0時3

分にM6.4とM6クラスの地震が相次ぎ，そして16日1時

25分にM7.3の地震が発生した．M6.5を超える地震が発生

した後にそれを上回る地震が発生することは異例であり，

最初の地震後の15 日 15 時 30 分発表した『「平成28 年

（2016年）熊本地震」について（第6報）7）』では「今後

の余震活動について，ところによって震度6弱以上の揺れ

となる余震が発生する可能性は，4月15日16時から3日

間で20％，震度5強以上となる可能性は40％です」とし

ていた．その後，16日未明にM7.3の地震が発生したこと

から，災害情報的には地震発生後の強い地震への警戒をど

のように呼びかけるべきかという難しい課題を残したと
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いえる． 

ただし，この14日の前震があったことで，16日の本震

による人的被害を減らした可能性がある． 

図-8 に家屋の倒壊率を建築年代別に示した．この図か

ら， 

ⅰ）家屋の倒壊は16日の本震発生時で多かったこと 

ⅱ）中でも昭和 56 年以前の旧耐震で 35.0％と被害

が大きかったこと 

ⅲ）昭和56年以降の新耐震基準施行後の建物でも16

日の本震発生時では 12.6％で被害が生じている

こと 

がわかる．（図-8） 
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 図-8 家屋が倒壊した  

 

人的被害については，図-9 に示したとおり，14 日前震

発生時では旧耐震居住者の21.4％，新耐震居住者の5.7％

が「けがなどの人的な被害があった」としていた．それが，

16日の本震発生時では，旧耐震で7.8％，新耐震で1.7％

へと大きく減少していた． 

家屋の倒壊については，前震発生時よりも本震発生時の

ほうが被害としては大きく，かつ旧耐震基準の住まいで倒

壊が多く見られたが，人的な被害は逆に本震発生時には減

っているということになる． 

これは，「5. 余震が続く中での避難状況」で述べたよう

に，前震発生時は多くの人が自宅にいたが本震発生時に多

くの人が自宅以外に避難していることが，人的被害の抑止

に結びついていたと考えられる．（図-9） 
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 図-9 人的な被害があった  

 

 

 

 

7. 地震発生直後に利用しようとした通信手段 

 

前震発生直後に利用しようとした通信手段は，「携帯電

話・スマートフォンの音声」が最も高くおよそ6割，次い

で「携帯電話・スマートフォンのメール」が3割弱，フェ

イスブックやライン等のSNSがおよそ2割となっている． 

「利用しようとした」場合の，通信手段それぞれのつな

がり具合については，「常に利用できた」のは，「携帯電話・

スマートフォンの音声」22.7％，「携帯電話・スマートフ

ォンのメール」41.9％に対し，フェイスブックやライン等

のSNSが8割以上と高くなっている． 

本震発生直後は，前震発生直後とほぼ同様の傾向にある． 

SNSを利用しようとした人は今回の調査で2割にとどま

っているが，災害発生時には有効な連絡手段となったこと

がうかがえる（図-10,図-11）． 
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 図-10 前震発生直後に利用しようとした通信手段  

 
本震発生直後に利用しようとした通信手段
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 図-11 本震発生直後に利用しようとした通信手段  
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8. 終わりに 

 

本調査では，震度7を記録した前震，本震の立て続けの

発生や余震の多さなど地震活動の特徴により，自宅への帰

還を躊躇する意識や行動，避難場所の多様化（屋外や車中

泊の増加）などの断片を，定量的に切り取ることができた

と考えている．これまで述べてきた，本調査結果から得た

知見をまとめると， 

①震度 6 弱以上の揺れの場合，思わず外へ飛び出した

くなる人が増える 

②熊本地震では，前震，本震の強さに加え，多発する

余震により多くの人が「揺れへの不安」を強く抱き，

特に屋外・車中避難者にその傾向が強かった 

③家屋の倒壊については，前震発生時よりも本震発生

時のほうが被害としては大きく，人的な被害は逆に

本震発生時には減っている．前震発生時は多くの人

が自宅にいたが，本震発生時に多くの人が自宅以外

に避難していたことが，人的被害の抑止に結びつい

ていたと考えられる． 

④熊本地震において利用者自体は少なかったが，SNSは

災害発生時には有効な連絡手段となり得る 

となる． 

本調査の結果が，今後起こるであろう災害への対応のあ

り方を検討していく上での一助となれば幸いである． 
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